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日鉄住金テックスエンジ株式会社 



（平成２８年３月３１日現在）

科           目 金        額 科           目 金        額

百万円 百万円

162,764 96,909

2,489 支 払 手 形 6,296

3,113 電 子 記 録 債 務 24,290

1,788 工 事 未 払 金 32,181

1,793 短 期 借 入 金 6,800

134,951 リ ー ス 債 務 41

1,687 未 払 金 3,404

788 未 払 費 用 2,168

6,025 未 払 法 人 税 等 3,533

5,471 未 成 工 事 受 入 金 1,014

180 預 り 金 7,008

179 賞 与 引 当 金 7,771

362 完成工事補償引当金 415

3,632 工 事 損 失 引 当 金 1,194

313 設 備 関 係 支 払 手 形 543

△ 14 そ の 他 244

41,611 17,637

34,209 リ ー ス 債 務 43

10,156 再評価に係る繰延税金負債 2,486

356 退 職 給 付 引 当 金 15,084

3,631 そ の 他 22

8 114,546

35

734 85,185

18,154 5,468

80 27,239

1,050 資 本 準 備 金 1,873

354 そ の 他 資 本 剰 余 金 25,366

2 52,477

271 52,477

70 固定資産圧縮積立金 128

10 繰 越 利 益 剰 余 金 52,348

7,047 4,643

632 その他有価証券評価差額金 222

866 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ 0

251 土 地 再 評 価 差 額 金 4,421

44

669

146

24

4,505

25

△ 119 89,828

204,375 204,375

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

敷 金 及 び 保 証 金

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

破産債権、更生債権等

特 許 権 利 益 剰 余 金

ソ フ ト ウ エ ア そ の 他 利 益 剰 余 金

電 話 加 入 権

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産 評 価 ・ 換 算 差 額 等

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

固 定 負 債

有 形 固 定 資 産

建 物

無 形 固 定 資 産

機 械 及 び 装 置

船 舶 負　　債　　合　　計

車 両 運 搬 具 純　資　産　の　部

工 具 器 具 ・ 備 品 株 主 資 本

土 地 資 本 金

リ ー ス 資 産 資 本 剰 余 金

建 設 仮 勘 定

構 築 物

材 料 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

立 替 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

貸    借    対    照    表

未 成 工 事 支 出 金

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 預 金

預 け 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

完 成 工 事 未 収 入 金

売 掛 金

製 品
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百万円 百万円

282,573

253,248

29,325

12,856

16,468

受 取 利 息 13

受 取 配 当 金 89

受 取 補 償 金 0

受 取 賃 貸 料 63

保 険 事 務 手 数 料 43

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 13

雑 収 入 98 321

支 払 利 息 49

売 上 債 権 売 却 損 14

雑 支 出 64 129

16,660

固 定 資 産 売 却 益 1

投 資 有 価 証 券 売 却 益 323

そ の 他 0 324

固 定 資 産 売 却 損 5

固 定 資 産 除 却 損 58

減 損 損 失 247

組 織 再 編 費 用 106

そ の 他 5 423

16,562

5,349

481 5,830

10,731

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

特 別 利 益

損   益   計   算   書

平成２７年　４月  １日から
平成２８年　３月３１日まで

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

( ) 
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　（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

剰 余 金 の 配 当

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額 合 計

固定資産圧縮積立金の積立

固定資産圧縮積立金の取崩

当 期 純 利 益

土地再評価差額金の取崩

自 己 株 式 の 取 得

資本剰余金

資本金

△ 2 △ 2 

―  ―  

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

5,468 1,873 25,369 27,242

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 消 却

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 末 残 高

剰 余 金 の 配 当

固定資産圧縮積立金の積立

固定資産圧縮積立金の取崩

当 期 純 利 益

土地再評価差額金の取崩

自 己 株 式 の 消 却

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額

130 43,243 43,373 △ 1 76,083

△ 1,632 △ 1,632 △ 1,632 

3 △ 3 ―  ―  

△ 5 5 ―  ―  

10,731 10,731 10,731

4 4 4

△ 1 △ 1 

2 ―  

9,102

5,468 1,873 25,366 27,239 128 52,348 52,477 ―  85,185

△ 1,632 

―  

382 △ 21 4,287 4,648 80,731

4

△ 1 

―  

10,731

89,828

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

△ 159 20 133 △ 5 △ 5 

△ 159 20 133 △ 5 9,097

―  

利益剰余金
合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

222 △ 0 4,421 4,643

△ 2 △ 2 △ 2 9,105 9,103 1

評　価　・　換　算　差　額　等

その他有価証券
評価差額

純資産合計

繰延ヘッジ損益
土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

株主資本等変動計算書
平成２７年　４月　１日から
平成２８年　３月３１日まで ）（

その他利益剰余金

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

百万円 百万円 百万円

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

固定資産
圧縮積立金

繰越利益
剰余金
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１．資産の評価基準及び評価方法

　　（１）有価証券

　　　　　①子会社株式及び関連会社株式･･････移動平均法による原価法

　　　　　②その他有価証券　時価のあるもの･･決算日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 移動平均法により算定）

　　　　　　　　　　　　　　時価のないもの･･移動平均法による原価法

　　（２）デリバティブ

　　　　　時価法によっております。

　　（３）たな卸資産

　　　　　未成工事支出金の評価の方法は、個別法による原価法、製品及び材料貯蔵品の評価の方法は、主と

　　　　して移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　　　　によっております。

　２．固定資産の減価償却の方法

　　（１）有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　定率法によっております。

　　　　　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっ

　　　　ております。

　　（２）無形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　定額法によっております。

　　　　　ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定

　　　　額法によっております。

　　（３）リース資産

　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

　３．引当金の計上基準

　　（１）貸倒引当金

　　　　　売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

　　　　懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　（２）賞与引当金

　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、次回賞与支給見込額を計上しております。

　　（３）完成工事補償引当金

　　　　　完成工事に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、完成工事高に対する将来の見積り補償額に基づい

　　　　て計上しております。

　　（４）工事損失引当金

　　　　　受注工事の損失発生に備えるため、当事業年度末手持ち工事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ

　　　　金額を合理的に見積もることのできる工事について、損失見積額を計上しております。

　　（５）退職給付引当金

　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産に基づき、当事

　　　　業年度末に発生していると認められる額を計上しております。

　　　　　なお、当社は平成26年10月１日をもって新日鐵住金㈱の完全子会社７社と経営統合をいたしました

　　　　が、当事業年度末現在において人事処遇制度が統一されていないため、旧各社の制度が引き続き適用

　　　　されております。

個  別  注  記  表
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　　　　①　退職給付見込額の期間帰属方法

　　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい

　　　　ては、給付算定式基準によっております。

　　　　②　過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法

　　　　　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定額法

　　　　により費用処理することとしております。統合会社における過去勤務費用は、発生時の従業員の平均

　　　　残存勤務期間以内の一定の年数（旧日鉄住金プラント㈱：13年）による定額法により費用処理するこ

　　　　ととしております。

　　　　　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）による定

　　　　額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。統合各社

　　　　における数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（旧日鉄住

　　　　金プラント㈱：13年、旧日鉄住金関西工業㈱：17年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

　　　　の翌事業年度から費用処理することとしております。

　　　　　なお、平成26年10月１日に旧太平工業㈱と旧㈱日鉄エレックスが採用していた退職給付制度を統一

　　　　しておりますが、統合前に発生した数理計算上の差異は、旧太平工業㈱については７年、旧㈱日鉄エ

　　　　レックスについては10年の定額法により発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

　４．重要な収益及び費用の計上基準

　　　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　　　　　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性の認められる工事については工事進行基準（工

　　　　事の進捗度の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

　　　　　なお、工事進行基準による完成工事高は133,214百万円であります。

　５．その他計算書類作成のための基本となる事項

　　（１）ヘッジ会計の方法

 　　　 ①  ヘッジ会計の方法

　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。

　　　　　　なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理に、特例処理の要件を満たし

　　　　　ている金利スワップについては特例処理によっております。

　　　  ②  ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　　　　a.ヘッジ手段 ： 為替予約

　　　　　　  ヘッジ対象 ： 材料輸入による外貨建買入債務等

　　　　　  b.ヘッジ手段 ： 金利スワップ

  　　　　　　ヘッジ対象 ： 金利変動等によるキャッシュ・フロー変動の可能性がある負債（借入金）のう

　　　　　　　　　　　　　　ち、キャッシュ・フローが固定され、その変動が回避されうるもの

　　　  ③  ヘッジ方針

　　　　　　当社の社内規程である「デリバティブ取引管理規程」に基づき、為替変動リスク及び金利変動リ

　　　　　スクをヘッジしております。

　　　　　　なお、当該規程にて、デリバティブ取引は実需に伴うリスクヘッジのための取引に限定し、売買

　　　　　益を目的とした投機的な取引は一切行わない方針としております。

 　　　 ④  ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にかかるキャッシュ・フロー変動額の累計又は為替

　　　　　相場の変動を比較する方法によっております。

　　　　　　ただし、振当処理によっている為替予約及び特例処理によっている金利スワップについては、有

　　　　　効性の評価を省略しております。

　　（２）退職給付に係る会計処理

　　　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表

　　　　におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

　　（３）消費税等の会計処理方法

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、

　　　　当事業年度の費用として処理しております。
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Ⅱ．貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産減価償却累計額 百万円

２．保証債務

　　　銀行借入金等に対する債務保証

　　　　諸口（住宅ローン） 百万円

３．関係会社に対する金銭債権又は金銭債務

　　　関係会社に対する短期金銭債権 百万円

　　　関係会社に対する短期金銭債務 百万円

４．事業用土地再評価

　　　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の一部

　　を改正する法律（平成11年３月31日改正）に基づき、事業用土地の再評価を行い、当該評価差額のうち税

　　金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価

　　差額金」として純資産の部に計上しております。

　　　再評価を行った年月日　　　　　　　　　　平成12年３月31日

　　　同法律第３条第３項に定める再評価の方法　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政令 第119号）第２条第４号に定める路線価及び路線価の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ない土地は第２条第３号に定める固定資産税評価額に基づ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いて、奥行価格補正等の合理的な調整を行って算出してお

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ります。

　　　再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計と当該事業用土地の再評価後の帳簿価格

　　の合計額との差額は5,795百万円となっております。

Ⅲ．損益計算書に関する注記

　１．関係会社との取引高

　　　　　　売　上　高 百万円

　　　　　　仕　入　高 百万円

　　　　　　営業取引以外による取引高の総額 百万円

　２．研究開発費

　　　　　　研究開発費の総額 百万円

　３．減損損失

　　　　　　当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

　　　　　　　処分資産については、売却又は建物等の撤去を行うこととなったため、遊休資産については、

　　　　　　今後の利用価値もないため、減損損失を認識しました。

　　　　　　　減損損失の内訳は土地14百万円、建物等233百万円であります。　

　　　　　　　なお、当該減損については統合に伴う資産利用の見直しを主体とするものであります。

　　　　　　（グルーピングの方法）

　　　　　　　事業部・支店別を基本単位とし、将来の使用が見込まれていない遊休資産については、個々の

　　　　　　物件単位でグルーピングをしております。

　　　　　　（回収可能価額の算定方法等）

　　　　　　　処分資産は売却予定額等による正味売却価額を適用しており、遊休資産は主として公示価格に

　　　　　　基づいた正味売却価額を適用しております。

5,304

2,008

251

用　途

処分

遊休

種　類

土地・建物他

61,680

15

87,990

7,288

176,876

合　　計 247

土地・建物他

場　所

北海道室蘭市他

千葉県木更津市他

金額(百万円)

190

57
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Ⅳ．税効果会計に関する注記

　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　　　繰延税金資産

　　　　　　　　貸倒引当金 百万円

　　　　　　　　賞与引当金

　　　　　　　　退職給付引当金

　　　　　　　　完成工事補償引当金

　　　　　　　　工事損失引当金

　　　　　　　　ゴルフ会員権評価損

　　　　　　　　減損損失

　　　　　　　　未払事業税

　　　　　　　　その他

　　　　　　繰延税金資産小計

　　　　　　　　評価性引当額

　　　　　　繰延税金資産合計

　　　　　　繰延税金負債

　　　　　　　　土地再評価差額金

　　　　　　　　その他有価証券評価差額金

　　　　　　　　その他

　　　　　　繰延税金負債合計

　　　　　　繰延税金資産の純額

　２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　　　「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が、平成28年３月31日

　　に国会で成立したことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４

　　月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の32.3％から、回収又は支払

　　いが見込まれる期間が平成28年４月１日から平成30年３月31日までのものは30.9％、平成30年４月１日以

　　降のものについては30.6％にそれぞれ変更されております。

　　　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が 415百万円減少し、当事業年

　　度に計上された法人税等調整額が420百万円、その他有価証券評価差額金額が4百万円それぞれ増加してお

　　ります。

41

2,752

4,616

128

△

2,851

5,651

8,502

2,486

98

534

369

58

377

300

395

9,036

△

△

△

△

266
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Ⅴ．関連当事者との取引に関する注記

　１．親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

　 　(注)　1. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて

　　　　　　  おります。

 　　　　　2. 取引条件及び取引条件の決定方針等

 　　　  　(1)建設工事の受注及び活性炭等の販売に関しては、一般取引と同様に個別案件ごとに当社見積を

　　　　　　　提示し、価格交渉の上決定しております。

　　 　  　(2)資金の預託については、当社の余剰資金運用の一環として行っているものであり、随時、預託

　　　　 　　 及び回収が可能なものであります。なお、利率については、市場金利を勘案し、一般の取引条

　　　　 　　 件と同様に決定しております。

　２．兄弟会社等

　　 (注)　1. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて

　　　　　　  おります。

　　　 　　2. 取引条件及び取引条件の決定方針

　　　 　　　 建設工事の受注に関しては、一般取引と同様に個別案件ごとに当社見積を提示し、価格交渉の

       　 　　上決定しております。

Ⅵ．１株当たり情報に関する注記

　１．１株当たり純資産額 660円21銭

　２．１株当たり当期純利益 78円87銭

事業の内容
議決権等の
被所有割合

取引の内容
取引金額
(百万円)

完成工事未収入金等

関連当事者との関係

科目
期末残高
(百万円)

東京都
千代田区

419,524 鉄鋼の製造及び
販売

100%

同社より、機械・電気設
備及び計測制御システム
の設計・製作・据付及び
運転・整備、建築土木工
事を受注

種類
会社等の
名称

所在地
資本金
(百万円)

新日鐵住金
株式会社

親会社

未成工事受入金

種類
会社等の
名称

建設工事の受注及び
活性炭等の販売

176,734

預け金 3,113
資金の預入

受取利息

1,707

11

84,511

52

未成工事受入金 2

関連当事者との関係

東京都
品川区

15,000 産業機械･装置､鋼
構造物等の製造･
販売､建設工事の
請負､電気･ガス･
熱等供給事業

なし

同社より、機械設備の設
計・製作・据付及び整
備、建築土木工事を受注

所在地
資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
被所有割合

新日鉄住金
エンジニア
リング株式
会社

北海道
室蘭市

80 銑鉄･コークス･化
成品の製造･販売

なし

親会社の
子会社

北海製鉄
株式会社

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目

同社より、機械・電気設
備及び計測制御システム
の設計・製作・据付及び
運転・整備、建築土木工
事を受注

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

建設工事の受注 3,718 完成工事未収入金等 2,217

期末残高
(百万円)

建設工事の受注 3,469
完成工事未収入金等 2,504
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